
別添様式

事業の効果等

年

年

２)事業効果の発現状況

着手時完了時の保全対象の比較 事業完了後の主な雨量(年別最大雨量：千頭）

事業により整備された施設の管理状況

備考

台風15号
台風４号平成24年6月19日

雨量(mm)
179
374
250

1,700m 1,700m

事業着手時 事業完了後

平成25年9月16日
平成26年10月5日

台風18号
台風18号

302
205

平成26

○ 保全対象となる人家４戸の自然減となった。
○ 崩壊林地内の倒木を有効利用することによる経費の節減や、治山事業の実施により崩壊斜面を安定させたことで、
　 森林への自然復旧が促進され、経費及び事業期間の短縮が図られた。

○ 平成23年度の台風等の異常な降雨など、事業完了後の度重なる豪雨時においても、復旧した斜面から土砂の流出はな
　 く、下流域の住民の安全・安心な生活環境の創出に寄与している。

○ 床固工や山腹工等の施設については、県職員や地元住民などによる治山パトロール等により点検している。
○ 木製構造物の土留工、柵工については、腐朽が徐々に進んでいるものの、その機能は樹木によって補完されており、
　 十分に機能を発揮している。

種別
人家
林道

年度
平成22年7月29日
平成23年9月21日

5.59 基準年Ｂ／Ｃ

)

費用対効果
分析結果 億円4.49

(
事業費：　　　　4.17億円
維持管理費　　　0.32億円

) (

1)費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

水源涵養便益：　0.45億円
災害防止便益：　5.14億円

1.25

14戸 10戸

434百万円453百万円

基準年

平成14

4.61 億円

)
当初

Ｂ／Ｃ

総便益

水源涵養便益：　0.49億円
災害防止便益：　6.71億円

億円

総費用

総費用

(
事業費：　　　  4.32億円
維持管理費　　　0.29億円

億円

事業の目的・必要性

事業費

山腹工 5.75ha、護岸工 115.3m、床固工 1基

1.56

復旧治山事業：山腹崩壊地や不安定土砂が堆積している荒廃渓流などの荒廃地を、森林の造成等を通じて復旧整備し、
　　　　　　　土砂の流出等による災害の防止・軽減を図ることを目的とする。
○ 平成12年の台風14号豪雨により山腹（約6.0ha）が崩壊して大量の崩壊土砂が渓流内に堆積し、放置すれば今後の
　 降雨により崩壊の拡大や渓流内の不安定土砂が流出し、下流部に被害を与える恐れが生じた。
○ 当該崩壊地の下流部には、島田市笹間上地区の臼平集落や日掛集落に人家14戸と、集落を結ぶ林道日掛線
　（延長1,700m）があり、これらを保全する必要がある。

) (

7.20

実績

総便益

島田市市町村名

事業量

事後

箇所名

事業概要

川根町
か わ ね ち ょ う

笹間
さ さ ま

上
か み

（小猿
こ ざ る

郷
ご う

川
か わ

）地区
ち く

当初

受益面積 11.00ha

事業主体

担当課名[森林保全課]

静  岡  県事業名 治山事業（復旧治山事業）

番　号 24 平成27年度公共事業事後評価調書

実績 平成21年度
採択年度 平成13年度

当初
完了年度

平成23年度

(事後)－森林－7



別添様式

事業実施による環境の変化

社会経済情勢等の変化

○ 事業実施前には裸地化し、不安定な土砂が堆積していた山腹崩壊地において、事業実施により土砂の移動を抑えた
   ことで、工事で植栽した樹種以外にも、周辺の森林からの植生の侵入が多数確認され、周囲の環境と調和した自然
　 環境の復元が進みつつある。

○ 本事業で実施した緑化の工法は、土質や傾斜に応じて様々な工種を採用しており、それぞれで順調に森林への復旧
　が進んでいる。このため、今後実施する他地域の山腹工事の緑化工種の採用にあたって技術上の成功事例として紹介
　し、効果的な治山事業の展開を図っていく。

（２）今後の課題等

○ 工事施工地は、おおむね順調に植生が回復しているが、周辺からの植生の侵入が遅れている箇所では、野生生物に
　よる食害が確認されている。このため、植生の回復状況や食害状況について、治山パトロール等で経過を観察しなが
　ら、森林への復旧が進むよう適切に維持管理を行っていく。

（３）同種事業への反映等

（１）評価結果

 対　応　方　針　（案）  

○  本復旧工事の保全対象となっている林道日掛線は、島田市川根町笹間上地区と、川根本町と静岡市を結ぶ国道362号
　 に接続する道路であり、幅員4.0ｍで整備された舗装道路である。
　　当該林道は、東日本大震災以降、地震災害や近年多発傾向にある豪雨災害など、災害発生時の救援物資の輸送路、
　 迂回路として期待されており、当該山腹崩壊地の復旧と保全は、さらに重要性が増してきている。

　事業効果は十分に発現しており、改善措置の必要はない。

○ 事業実施により、森林の造成を通じた崩壊地の復旧が順調に進み、崩壊土砂の流出による被害は発生していない。

(事後)－森林－8



別添様式

※農水省所管事業版（農地局は除く）

事業の効果等

年

年

２)事業効果の発現状況

事業により整備された施設の管理状況

基準年

(事業費：　　　　　　億円
維持管理費　　　　　億円 )(

　　　　便益：　　　億円
　　　　便益：　　　億円
　　　　便益：　　　億円 )

費用対効果
分析結果

)
事後

Ｂ／Ｃ 総費用 総便益

)(
当初
/

前回
再評
価時

Ｂ／Ｃ

番　号

箇所名

事業名 復旧治山事業

平成27年度公共事業事後評価調書

事業主体

担当室名[　　　　　　　]

榛原郡川根本町

静  岡  県

事業の目的・必要性

1)費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

(事業費：　　　　　　億円
維持管理費　　　　　億円

　　　　便益：　　　億円
　　　　便益：　　　億円
　　　　便益：　　　億円

総費用

事業概要

億円 総便益 基準年

事業量
山腹工5.75ha
護岸工115.3m
床固工1基

当初
又は前回

市町村名

事業費

平成13年度受益面積

榛原郡川根本町　小猿郷川地区

実績

別添様式記入例

採択年度
完了
年度

当初
又は前回

実績

直近の計画変更又は再評価をの事業費を記

直近の計画変更又は再評価をの完了年度を記

単位標記は一般にわかりやすいものとする。
　（例　×：Ｌ=100ｍ ⇒ ○：延長100ｍ、×：Ｂ=8.0ｍ ⇒○：幅員=8.0ｍ

実施内容とその目的を簡潔に記載する。（必要に応じて背景を記

載）

当初（又は計画変更）と事後でB/Cが変動した主な要因を記載する。
なお、事後の費用対効果を当初（又は計画変更）時から改定された分析マニュアルに
て算定した場合は、その妥当性考察・言及する。

る。
また、即地的な効果が見えにく場合は、各種センサス数値の準用や分析マニュアル算
定値の一部実地検証を行う等により、可能な限り定量的数値にて説明することに努め
る。

造成施設の管理者名称や維持管理状況等を記載する。特に、事業目的以外に利活用
されている場合にはその状況や効果を積極的に記載する。

直近の計画変更又は再評価をのＢ／Ｃを記



別添様式

事業実施による環境の変化

社会経済情勢等の変化

　※　ページ番号は、本様式、位置図、参考資料等で一括して局単位での通し番号とする。　例：（事後）－森林－１

（３）同種事業への反映等

 対　応　方　針　（案）  

（２）今後の課題等

（１）評価結果

　事業実施に伴い現場周辺又は当該地域での植生等の自然環境、騒音や大気汚染、人・モ
ノの流れ等の生活環境の変化に触れて、事業効果をアピールする。
　また、悪影響がある場合は現在の対応や今後の対応方針等を記載する。

事業採択から事後評価実施までの人口、産業、社会基盤等の変化に触れ、当該事業
が担う又は今後担っていく役割や効果に言及する。

【記載例】

（１）事業効果は十分に発現しており、改善措置の必要はない。
　　　・河川改修後の浸水被害が発生していないことから、事業目的の治水効果が発現されてい
る。

（２）今後の課題・対応
　　　・ブロック積護岸の施行のため親水性が乏しい。施設改修等に併せて環境に配慮した整備に
努める。

　　　・上流部で植生が回復しているが、今後も長期的な環境モニタリングし評価する必要がある。

（３）同種事業への反映等
　　　・計画策定当初から地域住民と勉強会を開催するなど、協働により事業を進めるたことによ
り、用地



(事後)－森林－9



着手前
（平成１３年）

完成
（平成２１年）

現状
（平成２７年）

小猿郷川地区の治山事業　【山腹崩壊地の復旧整備】

。

・山腹工事の実施により、崩壊により裸地化した斜面に多くの植生が回復。
・事業完了後５年が経過したが、度重なる豪雨にあっても災害の発生はない。

(事後)－森林－10
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